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事業内容

１　出資等の状況（H30.4.1現在） （単位：千円）

62,600,000

出資（出捐）額
出資（出捐）

割合
出資（出捐）

順位
備考

21,402,000 34.2% 1

15,599,000 24.9% 2

13,699,000 21.9% 3

7,800,000 12.5% 4

1,200,000 1.9% 5

400,000 0.6% 6

400,000 0.6% 6

284,750 0.5% 8

202,400 0.3% 9

1,612,850 2.6%

２　社員（会員）の状況(社団法人のみ）（H30.4.1現在）

社員数

県

市町村

国又は政府系機関

民間法人

その他

公社等外郭団体に関する情報公開

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行他20者

社員総数

区　　　　　　分

内
訳

地方公共
団体

三井住友信託銀行㈱

０４３－２２３－２２７７

㈱みずほ銀行

主な者

船橋市

出資（出捐）者

八千代市

東武鉄道㈱

新京成電鉄㈱

東京地下鉄㈱

京成電鉄㈱

団体名 東葉高速鉄道株式会社 県所管課 総合企画部交通計画課

千葉県

資本金（又は出捐金）

代表取締役社長　 田　雅一

０４７－４５８－００１１

昭和56年9月1日

http://www.toyokosoku.co.jp/

八千代市緑が丘１丁目１１２０番地３

鉄道による一般運輸業（営業キロ １６．２㎞、９駅）



３　財務状況　

(１)貸借対照表から
（単位：千円）

項　　　目 ２７年度 ２８年度 ２９年度

総資産 259,444,150 256,912,625 254,754,822

負　債 278,874,444 270,858,139 266,141,530

(うち有利子負債） 272,222,947 265,229,344 260,111,126

純資産 -19,430,293 -13,945,514 -11,386,708

累 積 損 益（利益剰余金） -78,740,293 -76,545,514 -73,986,708

（２）損益計算書から （単位：千円）

項　　　目 ２７年度 ２８年度 ２９年度

総 収 入　　（＝売上高＋営業外収益＋特別利益） 16,341,634 16,302,013 16,553,803

経 常 損 益 2,787,840 2,988,889 3,128,164

当 期 損 益 1,822,233 2,194,778 2,558,806

減価償却前当期損益　　　　 6,316,980 6,624,306 6,915,902

４　年度末借入金残高等の状況 （単位：千円）

　　　項　　　目 ２７年度 ２８年度 ２９年度

借 入 金 残 高　　　　　     880,000 0 0

うち県からの借入金残高 880,000 0 0

うち県以外からの借入金残高

〈貸借対照表〉　純資産⇒正味財産合計

　　　　　　　　　　利益剰余金⇒一般正味財産

〈損益計算書〉　損益計算書⇒正味財産増減計算書

　　　　　　　　　　総収入（＝売上高＋営業外収益＋特別利益）⇒総収入（＝経常収益＋経常外収益

　　　　　　　　　　＋当期指定正味財産増加額）

　　　経常損益⇒当期経常増減額

　　　当期損益⇒当期一般正味財産増減額

うち県の債務保証又は損失補
償の対象となる借入金残高

※一般社団・財団法人及び公益社団・財団法人（特例法人（従来の公益法人）含む。）については、次のとおり
公益法人会計基準に読み替える。

※累積損益（利益剰余金）については、基本金又は基本財産に相当するものを除いたものとなる。



５　県の財政支出の状況

（１）委託料・補助金等 （単位：千円）

項　　目 目的、内容、算出根拠等 ２７年度 ２８年度 ２９年度

委託料   　　

補助金･交付金・
負担金

首都直下地震等の大規模
地震に備え、鉄道利用者
の安全確保のため、空港
アクセス路線及び県出資
会社等の耐震補強工事に
対し、国・沿線市と協調し
て補助している。

25,238 32,990 59,550

合　　　計 25,238 32,990 59,550

（２）その他 （単位：千円）

項　　目 目的、内容、算出根拠等 ２７年度 ２８年度 ２９年度

利子補給

東葉高速鉄道の経営支援
のため、鉄道・運輸機構
が実施した利子の一部支
払猶予に伴い、鉄道・運輸
機構が別途調達する資金
に係る利子について、国・
沿線市と協調して利子補
給している。

85,556 67,597 56,673

税の減免額

出資金

東葉高速鉄道の経営支援
のため、沿線自治体等と
ともに出資支援を行ってい
る。

1,510,000 1,510,000 0

貸付金

上記以外のもの

合　　　計 1,595,556 1,577,597 56,673

（３）委託料のうち再委託に関するもの （単位：千円）

項　　目 目的、内容、算出根拠等 ２７年度 ２８年度 ２９年度

委託料のうち再委
託したもの

再委託のうち入札に
よるもの

再委託のうち随意
契約によるもの



６　役職員の状況

（１）役職員数（各年度７月１日現在） （単位：人）

２８年度 ２９年度 ３０年度

常勤役員数   4 4 4

うち県退職者 1 1 1

うち県派遣職員 0 0 0

常勤職員数  297 298 304

うち県退職者 3 3 3

うち県派遣職員 0 0 0

（２）役職員の平均年収等の状況

２８年度 ２９年度 ３０年度

役員数（県派遣又は県ＯＢ） 4人（1人） 4人（1人） 4人（1人）

役員平均年齢 62.2 歳 62.5歳 62.8歳

平均年収(千円） 11,523千円 11,523千円 11,993千円

職員数（県派遣又は県ＯＢ） 295人（3人） 299.4人（3人） 303.6人（3人）

職員平均年齢 37.7 歳 37.7歳 38.3歳

平均年収(千円） 5,924千円 5,975千円 6,051千円

　①　対象は常勤の役職員です。（嘱託職員、日々雇用職員は除く。)
　②　役職員数は実人員を記入してください。
　③　平均年収は、役員報酬や給料等総人件費を実人員で除して算出すること。

※役職員数は実人員を記入してください。　
　平成30年度中の毎月1日現在の役職員数を合計し12か月で割り、小数点第2位を四捨五入してください。
　例：4月の役員数が5名、9月末で1名減り、年度末は4名であった場合は4.5人となります。
※平成３０年度の平均年収については推計となる。

７　改革方針の取組状況

改革方針（区分）

改革方針（概要）

取組状況

その他（特記事項
等）

・「第6次経営改善改革」に示された安全輸送の確保、財務体質の改善、運輸収入
の確保等に努めた結果、平成29年度は、運輸収入は開業以来最高の157億100万
円となり、当期純利益は25億5,800万円を確保することができた。
・今後は、平成29年11月に策定された会社の長期収支推計を検証し、財務体質の
改善や関係者の支援のあり方について、引き続き「東葉高速自立支援委員会」で
検討していく予定。

＊平成28年4月に千葉県行政改革推進本部で決定した改革方針とその取組状況を記載してください。

項　　　目

項　　　目

委員会等による経営改善

・経営状況を常に検証し、課題の解決等に機動的に対応するとともに、「第5次経営
改善計画」に示した財務体質の改善（設備投資の効率化、人件費の抑制等）や運
輸収入の確保（沿線集客施設との連携、企画乗車券のＰＲ・新規開発）などの施策
が、着実に実行されているか、「東葉高速自立支援委員会」において確認する。


